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1.新地方公会計制度について

（１）はじめに

地方公共団体における予算・決算に係る会計制度（官庁会計）は、予算の適正・確実な執行を

図るという観点から、確定性、客観性、透明性に優れた単式簿記による現金主義会計を採用して

います。

一方で財政の透明性を高め、説明責任をより適切に図る観点から、単式簿記による現金主義会

計では把握できない情報（ストック情報（資産・負債）や見えにくいコスト情報（減価償却費等

））を住民や議会に説明する必要性が一層高まっており、そのためには、その補完として複式簿

記による発生主義会計の導入が重要です。

古殿町においては、平成29年度より国からの要請に基づき複式簿記・発生主義による新地方公

会計制度を導入し、財政の見える化やマネジメントの強化を図っています。

（２）財務書類の構成

古殿町の財務書類は「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「キャ

ッシュ・フロー計算書」の4表形式で構成されています。

（3）財務書類の相互関係

キャッシュ・フロー計算書

貸借対照表

行政コスト計算書

純資産変動計算書

基準日時点における財政状態（資産・負債・純資産の残高及び内

訳）を示したもの

会計期間中の地方公共団体の費用・収益の取引高を示したもの

会計期間中の純資産の変動を示したもの

資金収支の状況を示したもの
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2.貸借対照表
（単位：千円）

金額

資産の部は、どのような資産をどのくらい 【資産の部】

保有しているかを示しています。 固定資産 22,432,535

有形固定資産 21,015,411

事業用資産 5,378,306

土地 1,074,495

立木竹 107,122

建物 8,640,610

建物減価償却累計額 △4,928,351

工作物 676,831

工作物減価償却累計額 △206,457

船舶 -

船舶減価償却累計額 -

浮標等 -

浮標等減価償却累計額 -

航空機 -

航空機減価償却累計額 -

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 14,055

インフラ資産 15,563,552

土地 692,754

建物 38,686

建物減価償却累計額 △24,801

工作物 43,631,536

工作物減価償却累計額 △28,836,709

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 62,086

物品 392,137

物品減価償却累計額 △318,585

無形固定資産 13,411

ソフトウェア 13,411

その他 -

投資その他の資産 1,403,713

投資及び出資金 22,537

有価証券 12,995

出資金 9,542

その他 -

投資損失引当金 -

長期延滞債権 22,499

長期貸付金 -

基金 1,359,622

減債基金 -

その他 1,359,622

その他 -

徴収不能引当金 △944

流動資産 2,172,315

現金預金 284,053

未収金 6,090

短期貸付金 -

基金 1,882,426

財政調整基金 1,205,632

減債基金 676,794

棚卸資産 -

その他 -

徴収不能引当金 △254

24,604,850

科目

資産合計

【固定資産】

行政活動のために使用する資産、1年を超え

て現金化される資産など

ʬ事業用資産ʭ

インフラ資産及び物品以外の資産

ʬインフラ資産ʭ

道路、橋りょう、公園などの社会生活の基

盤となる資産

ʬ物品ʭ

公用車など、取得価格が50万円以上の物品

ʬ建設仮勘定ʭ

建設中の建物等、完成前の有形固定資産へ

の支出等

ʬ⾧期延滞債権ʭ

滞納繰越した町税等のうち、まだ現金収入

されていない額

ʬ徴収不能引当金ʭ

⾧期延滞債権のうち、将来の回収不能見込

額

【流動資産】

1年以内に現金化し得る資産

ʬ未収金ʭ

現年度分の町税等のうち、まだ現金収入さ

れていない額

ʬ徴収不能引当金ʭ

未収金のうち、将来の回収不能見込額
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（単位：千円）
金額

負債の部は、将来支払わなければならない 【負債の部】
負債がどのくらいあるのかを示しています。 固定負債 5,538,799

地方債 5,287,471

長期未払金 -

退職手当引当金 251,328

損失補償等引当金 -

その他 -

流動負債 829,392

1年内償還予定地方債 758,783

未払金 -

未払費用 -

前受金 -

前受収益 -

賞与等引当金 38,719

預り金 31,890

その他 -

6,368,191

資産の総額から負債の総額を差し引いた 【純資産の部】
ものです。 固定資産等形成分 24,314,960

余剰分（不足分） △6,078,301

○町民一人当たりの貸借対照表
(令和4年1月1日現在人口 4,869人)

18,236,659

24,604,850

負債

5,053

1,308
千円

科目

負債合計

千円

将来の負

担

現在まで

の負担

資産

千円

純資産合計

負債及び純資産合計

純資産

3,745

【固定負債】

1年を超えて返済時期が到来する負債

ʬ地方債ʭ

地方債のうち、翌々年度以降の償還予定額

ʬ退職手当引当金ʭ

在籍する職員が期末に自己都合で退職する

と仮定した場合の支給見込額（退職手当組合

への積立額を除く支給見込額）

【流動負債】

1年以内に返済時期が到来する負債

ʬ1年以内償還予定地方債ʭ

地方債のうち、翌年度の償還予定額

ʬ賞与引当金ʭ

翌年度の6月期末勤勉手当のうち、前年度の

勤務の対価に相当する額

【固定資産等形成分】

資産形成のために充当した資源の蓄積（固

定資産+流動資産の基金）

【余剰分（不足分】

消費可能な資源の蓄積（流動資産ʷ基金ʷ

負債）

マイナスの場合、将来の金銭必要額を示し

ている
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3.行政コスト計算書
（単位：千円）

金額

経常費用 4,340,632

業務費用 3,100,275

人件費 810,969

職員給与費 680,892

賞与等引当金繰入額 38,719

退職手当引当金繰入額 40,895

その他 50,464

物件費等 2,264,781

物件費 798,537

維持補修費 64,313

減価償却費 1,237,106

その他 164,825

その他の業務費用 24,525

支払利息 8,075

徴収不能引当金繰入額 1,108

その他 15,342

移転費用 1,240,357

補助金等 712,614

社会保障給付 268,053

他会計への繰出金 248,502

その他 11,188

経常収益 85,295

使用料及び手数料 33,080

その他 52,215

純経常行政コスト 4,255,337

臨時損失 15,894

災害復旧事業費 15,894

資産除売却損 0

投資損失引当金繰入額 -

損失補償等引当金繰入額 -

その他 -

臨時利益 336

資産売却益 336

その他 -

純行政コスト 4,270,895

○町民一人当たりの行政コスト計算書
(令和4年1月1日現在人口 4,869人)

千円
一人当た

りの行政

コスト

収支差額

877
千円

科目

895

収入費用
18

千円

【経常費用】

毎会計年度、経常的に発生する費用

【純経常行政コスト】

経常的に発生する費用から、経常的に

発生する収益を差し引くことで純経常

【臨時損失】

災害や固定資産の除売却等の臨時的に

発生する損失

【臨時利益】

固定資産の売却等の臨時的に発生する

利益

【純行政コスト】

純経常行政コストに臨時損失並びに臨

時利益を加味したもの

【経常収益】

使用料や手数料等の毎会計年度経常的

に発生する収益

【移転費用】

町が他者に交付する補助金等の費用
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4.純資産変動計算書

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 18,450,775 24,302,893 △5,852,118

純行政コスト（△） △4,270,895 △4,270,895

財源 4,118,042 4,118,042

税収等 3,175,383 3,175,383

国県等補助金 942,659 942,659

本年度差額 △152,852 △152,852

固定資産等の変動（内部変動） 73,330 △73,330

有形固定資産等の増加 821,663 △821,663

有形固定資産等の減少 △1,237,106 1,237,106

貸付金・基金等の増加 615,175 △615,175

貸付金・基金等の減少 △126,401 126,401

資産評価差額 △615 △615

無償所管換等 △60,648 △60,648

その他 - - -

本年度純資産変動額 △214,116 12,067 △226,183

本年度末純資産残高 18,236,659 24,314,960 △6,078,301

科目 合計

【本年度差額】

純行政コストと税収等及び国県等補助金との差額。プラスであれば、現世代の不負

担によって将来世代も利用可能な資産を貯蓄したことを意味する。

マイナスであれば、将来世代が利用可能な資源を現世代が消費して便宜を享受して

いることを意味する。
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5.キャッシュ・フロー計算書

金額

【業務活動収支】

業務支出 3,056,569

業務費用支出 1,816,212

人件費支出 765,793

物件費等支出 1,027,675

支払利息支出 8,075

その他の支出 14,669

移転費用支出 1,240,357

補助金等支出 712,614

社会保障給付支出 268,053

他会計への繰出支出 248,502

その他の支出 11,188

業務収入 3,951,843

税収等収入 3,175,716

国県等補助金収入 682,101

使用料及び手数料収入 32,277

その他の収入 61,750

臨時支出 15,894

災害復旧事業費支出 15,894

その他の支出 -

臨時収入 82,244

業務活動収支 961,624

【投資活動収支】

投資活動支出 1,412,308

公共施設等整備費支出 821,663

基金積立金支出 590,646

投資及び出資金支出 -

貸付金支出 -

その他の支出 -

投資活動収入 274,382

国県等補助金収入 178,314

基金取崩収入 95,732

貸付金元金回収収入 -

資産売却収入 336

その他の収入 -

投資活動収支 △1,137,926

【財務活動収支】

財務活動支出 730,076

地方債償還支出 730,076

その他の支出 -

財務活動収入 759,533

地方債発行収入 759,533

その他の収入 -

財務活動収支 29,457

△146,844

399,007

252,163

前年度末歳計外現金残高 31,492

本年度歳計外現金増減額 399

本年度末歳計外現金残高 31,890

本年度末現金預金残高 284,053

本年度資金収支額

前年度末資金残高

本年度末資金残高

科目【業務活動収支】

経常的な活動に関する収支

ʬ業務費用支出ʭ

業務を行うに当たって支出した費用

ʬ移転費用支出ʭ

補助金、社会保障給付、他会計への繰

出金などに要する支出

【投資活動収支】

投資的な活動に関する収支

ʬ投資活動支出ʭ

公共施設等の整備、基金の積立て、貸

付けなどに要する支出

ʬ投資活動収入ʭ

国県等補助金、基金の取崩し、貸付金

の元金回収、資産の売却などの収入

【財務活動収支】

財務的な活動に関する収支

ʬ財務活動支出ʭ

町債の償還等に要する支出

ʬ財務活動収入ʭ

町債の発行等による収入
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6.主な指標

（1）資産の状況

①住民一人当たり資産額

住民一人当たり資産額 ＝ 資産合計÷住民基本台帳人口

＝ ÷ = 千円

②歳入額対資産比率

当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまで形成されたストッ

クとしての資産が歳入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資産形成の度合いを把握

することができる。

歳入額対資産比率 ＝ 資産合計÷歳入総額

＝ ÷ ＝ 年分

③有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）

有形固定資産のうち、償却資産の取得価格等に対する減価償却累計額の割合を算出すること

により、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握するこ

とができる。

ʷ ＋

％

（2）資産と負債の比率

①純資産比率

純資産の変動は、将来世代と過去及び現世代の間で負担の割合が変動したことを意味する。

たとえば、純資産の増加は、過去及び現世代の負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄

積したことを意味する一方、純資産の減少は、将来世代が利用可能な資源を過去及び現世代が

消費して便宜を享受していると捉えることができる。

純資産比率 ＝ 純資産÷資産合計×100

＝ ÷ × ＝ ％

5,053

×

4.5

24,604,850 4,869

24,604,850 5,467,010

× 100

100

64.3

74.1100

有形固定資産

減価償却率 有形固定資産合計ʷ土地等の非償却資産＋減価償却累計額

減価償却累計額
＝

34,314,902
＝

21,015,411 1,950,513

34,314,902

＝

18,236,659 24,604,850

- 7 -



②将来世代負担比率

有形固定資産などの社会資本等について、将来の償還等が必要な負債による調達割合（公共

資産等形成充当負債の割合）を算定することにより、社会資本等形成に係る将来負担の程度を

把握することができる。

将来世代負担率 ＝ 地方債残高（特例地方債を除く）÷有形・無形固定資産合計×100

＝ ÷ ×

＝ ％

（3）負債の状況

①住民一人当たり負債額

住民一人当たり負債額 ＝ 負債合計÷住民基本台帳人口

＝ ÷ = 千円

②基礎的財政収支（プライマリーバランス）

資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支出を除く。）及び投資活動収支の合算額を算

出することにより、地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入の

バランスを示す指標となり、当該バランスが均衡している場合には、経済成⾧率が⾧期金利を

下回らない限り経済規模に対する地方債等の比率は増加せず、持続可能が財政運営が実現でき

ていると捉えることができる。

基礎的財政収支 ＝ 業務活動収支（支払利息支出を除く。）+投資活動収支（基金積立金

支出及び基金取崩収入を除く。）

＝ ＋ ＝

（4）行政コストの状況

①住民一人当たり行政コスト

 

住民一人当たりコスト ＝ 純行政コスト÷住民基本台帳人口

＝ ÷ ＝ 千円

1,308

969,699 △643,013 326,687

6,368,191 4,869

5,026,552

千円

23.9

4,270,895 4,869 877

21,028,821 100
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（5）受益者負担の状況

①受益者負担比率

行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を表す。類似団体と比較することで受益者負

担の特徴を把握することができる。

 受益者負担比率 ＝ 経常収益÷経常費用×100

＝ ÷ × ＝ ％4,340,63285,295 2.0100
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